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【要旨】下水処理場の環境を利用し、バイオマスとして利用価値の高い藻類や肥料として有効な資源の回収、生

産、利用を行うための技術開発を行った。藻類の培養により下水、下水処理水中の栄養塩の低減が可能であり、

下水の高度処理としても有効であることが示された。培養された藻類の構成要素としてパルミチン酸等の脂肪酸

があげられ、バイオディーゼル燃料としての利用の可能性が示された。消化汚泥の脱水分離液の電気分解におい

てマグネシウムや他バイオマス(茶かす)を混合することにより、リンやカルシウムの回収量が増加した。肥料と

して有効な成分の回収が可能であることを示した。 
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1．はじめに 

 世界的な食料増産・バイオマス生産のため、肥料

用鉱石が戦略物資と産出国で位置づけられ、安定的

な肥料の確保が食料安全保障と関連して国家的な課

題となってきている。下水汚泥中には食品残渣並び

にその代謝物として高濃度の栄養塩が存在しており、

これらを回収して資源利用する手法を検討する必要

がある。また、下水処理水中の低濃度の栄養塩につ

いても、閉鎖性水域など高濃度の栄養塩が問題と

なっている地域においては、除去することで放流先

の公共水域の水質改善につながることから、極力有

効利用することが望ましいと考えられる。これらの

達成に向け、「電気分解による下水からのリン資源

の回収」、「藻類による資源生産システムの開発」を

行った。 

 

2．電気分解による下水からのリン資源の回収 

2．1 消化汚泥の脱水分離液の電気分解 

2．1．1 研究目的 

 下水処理場に集約されている栄養塩類を可能な限

り多量で、かつ、資源として利用しやすい形で回収

することを目的とした。処理場のマテリアルフロー

中で比較的高濃度にリンを含有している消化汚泥の

脱水分離液から電解によって得られるリン等の回収

物の組成と量を調べた。回分実験によりリン回収率

向上のための条件の検討をし、他バイオマスとの混

合による回収率の検討を行った。また元素の収支の

確認を行った。 

2．1．2 研究方法 

 これまでのリン回収技術として MAP 法や Hap 法

があるが、下水からのリン回収を目的とする場合、

MAP 法ではアルカリ剤の添加とマグネシウムの添

加をすることで、MAP(リン酸マグネシウムアンモ

ニウム)として結晶物を取り出すことができ、Hap 法

ではpHの制御と種結晶の添加をすることで、Hap(ヒ

ドロキシアパタイト)として結晶物を取り出すこと

ができる。 

 電解法を用いた場合、水の電気分解により陽極側

より酸素、陰極側より水素が発生すると同時に、陽

極近傍の pH は酸性側に、陰極近傍の pH はアルカリ

側に変化する。よって陰極側においてはアルカリ剤

の添加が無くても MAP や Hap などのような結晶性

の物質を生成することができ、陰極への析出物や、

陰極近傍で生成された結晶物を取り出すことができ

るとされている。 

 図 2－1 に実験装置概要、図 2－2 に電極板外形図

を示す。実験には 5000 mL ビーカーを用い、電極板

10 枚を陽極と陰極を交互に配列することで行った。

電源には直流安定化電源(菊水電子工学(株)、PCM 

18-5A)を用いた。 

 表 2－1 に電解実験条件、表 2－2 に試料分析結果

を示す。実処理場より採取した消化後の脱水分離液

の上澄みを試料とした。条件は表 2－1 に示すように

脱離液のみの条件、スターラやエアストーンを用い

て流速を与えた条件、硫酸マグネシウムを投入した

条件、蒸留水に貝殻などの他バイオマスを溶出させ 



 

図 2－1 実験装置概要   図 2－2 電極板外形図 

 

 

表 2－1 電解実験条件の条件 

試料 条件
電極
枚数

電極
割合

(m2/

m3)

時
間

電流
密度

(A/m2)

電流
(A)

備考

No.1 － 25.2 24 40 5.04

No.2
ス

ターラ
25.2 24 40 5.04

ダイヤルを2/5回し
た位置で回転

No.3
バブ

リング
25.2 24 40 5.04

0.5L/minのエアーを
送る

No.4
脱離液

上澄み＋
Mg添加

－ 25.2 24 40 5.04
脱離液4999gに対し
て硫酸マグネシウ

ムを1g投入

No.5
脱離液

上澄み＋
貝殻

－ 25.2 24 40 5.04
脱離液4900gに対し
て貝殻の溶出液を

100g投入

No.6
脱離液

上澄み＋
落葉

－ 25.2 24 40 5.04
脱離液4900gに対し
て落葉の溶出液を

100g投入

No.7
脱離液

上澄み＋
茶かす

－ 25.2 24 40 5.04
脱離液4900gに対し
て茶かすの溶出液

を100g投入

No.8

脱離液
上澄み＋
コーヒー

かす

－ 25.2 24 40 5.04
脱離液4900gに対し
てコーヒーかすの溶

出液を100g投入

No.9 畜産排水 － 25.2 4 40 5.04
泡が大量に発生し、
溢れ出してしまった
ため4時間で終了

No.10
脱離液

上澄み＋
畜産排水

－ 25.2 24 40 5.04

脱離液4900gに対し
て畜産排水を100g
投入、pHの測定は

なし

脱離液
上澄み
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表 2－2 試料測定結果 
(mg/L)

pH TS VS SS VSS T-P T-N PO4-P NH4-N

No.1 8.0

No.2 8.0

No.3 7.9

No.4 脱離液 上澄み＋Mg添加 8.0 1200 400 130 140 60 670 47 600

No.5 脱離液 上澄み＋貝殻 8.0 1100 380 130 170 77 620 74 610

No.6 脱離液 上澄み＋落葉 8.0 1400 590 120 140 74 740 70 580

No.7 脱離液 上澄み＋茶かす 8.0 1300 540 160 170 73 620 71 570

No.8 脱離液 上澄み＋コーヒーかす 7.9 1200 460 120 150 79 670 77 600

No.9 畜産排水 8.0 23000 14000 250 2800 48 1600

No.10 脱離液 上澄み＋畜産排水 1600 700 320 370 83 700 76 590

610脱離液 上澄み 1200 470 160 190 82 650 76

 

た溶出液を投入した条件の 10 条件とした。電解時間

は 24 時間とし、電流密度が 40 A m–2となるよう電流

を 5.04 A に設定し電流一定で実験を行った。電極に

析出した結晶物の回収はビーカーより電極を取り出

し、イオン交換水で満たしたビーカーに浸漬させ、

逆電圧(陽極と陰極を逆に接続)により剥離させた。

逆電圧の時間は約 3 時間とした。 

 

2．1．3 研究結果 

 表 2－3 に結晶物の重量測定結果、表 2－4 にリン

回収率を示す。浮上物については電解によって発生

する気泡に一緒に浮上してきたゴミなどが多くみら

れたので、電解によって移動するイオンの影響を受

けたものではないと考える。析出物は電極でやり取

りされるイオンの影響を受け、電極に析出している

が、沈降物については析出したものが剥れて沈降し

たものと、電解により陰極付近でアルカリとなるこ

とでできた結晶物が沈降した場合が考えられる。沈

降物についてはNo.4(Mg添加)の条件で37.8%と最も

回収率が高く、析出物については No.7(茶かす混合)

の条件で 7.3%と最も回収率が高い値を示した。一方、

No.10(畜産排水混合)の条件で 1.5%と最も回収率が

低く、析出物については No.8(コーヒーかす混合)で

0.1%と最も回収率が低い値を示した。 

 図 2－3 に沈降物中の金属類含有量、図 2－4 に析

出物中の含有量を示す。沈降物で最も回収率の高

かった No.4(Mg 添加)の条件と、析出物で最も回収

率の高かった No.7(茶かす混合)の条件についての 

 

表 2－3 結晶物重量測定結果 
(g)

浮上物 沈降物 析出物 沈降物+析出物
No.1 0.1244 0.1982 0.0002 0.1984
No.2 0.0208 0.0611 0.1397 0.2008
No.3 0.0537 0.1238 0.1043 0.2281
No.4 脱離液 上澄み＋Mg添加 0.0654 0.5123 0.0679 0.5802
No.5 脱離液 上澄み＋貝殻 0.0071 0.1152 0.0409 0.1561
No.6 脱離液 上澄み＋落葉 0.0199 0.1842 0.0470 0.2312
No.7 脱離液 上澄み＋茶かす 0.0373 0.0729 0.2055 0.2784
No.8 脱離液 上澄み＋コーヒーかす 0.0379 0.1213 0.0130 0.1343
No.9 畜産排水
No.10 脱離液 上澄み＋畜産排水 0.2221 0.0696 0.0696 0.1392

脱離液 上澄み

 
 

表 2－4 リン回収率 

試料 沈降物 析出物 沈+析 沈降物 析出物 沈+析

No.1 300.0 22.8 0.0 22.8 7.6 0.0 7.6

No.2 300.0 3.5 16.5 20.1 1.2 5.5 6.7

No.3 300.0 13.8 14.8 28.6 4.6 4.9 9.5

No.4 脱離液 上澄み＋Mg添加 209.0 78.9 9.4 88.3 37.8 4.5 42.3

No.5 脱離液 上澄み＋貝殻 377.0 11.7 4.9 16.6 3.1 1.3 4.4

No.6 脱離液 上澄み＋落葉 370.5 21.1 2.8 23.9 5.7 0.7 6.4

No.7 脱離液 上澄み＋茶かす 340.0 10.7 24.8 35.6 3.2 7.3 10.5

No.8 脱離液 上澄み＋コーヒーかす 332.0 9.1 0.4 9.5 2.7 0.1 2.8

No.10 脱離液 上澄み＋畜産排水 321.0 4.8 12.3 17.1 1.5 3.8 5.3

リン含有量 (mg) リン回収率 (%)

脱離液 上澄み

 



Mg、P、Ca の含有量を示したものであるが、どの条

件においても沈降物には Mg が多く含まれているこ

とからHap主体の結晶物が生成されていることが推

測され、析出物には Ca が多く含まれていることか

ら MAP 主体の結晶物が生成されていることが推測

される。 
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図 2－4 析出物金属類含有量 

 

2．2 下水汚泥の消化工程と電解のハイブリット 

 電解による下水からのリン回収を最もリン濃度の

高いところから回収することを考えた場合、消化槽

で行うことも 1 つの手段として考えられる。また、

汚泥中で電解を行った場合、汚泥の可溶化が促進さ

れるので電解と汚泥消化の両方でメリットがあると

考えられる。しかし電解をすると陽極側からは酸素

が発生するため、消化槽を嫌気性に保つことができ

ない。そこで酸発酵槽とメタン発酵槽を分け、酸発

酵槽に陽極、メタン発酵槽に陰極を挿入し、それぞ

れの槽間で隔膜を介して電解が行える実験装置を製

作した。汚泥消化と電解を同時に行うことで相乗効

果を得ることができるのかの確認を行った。 

 

2．2．1 実験方法 

 図 2－5 に下水汚泥連続実験装置概要を示す。実験

装置は 2 系列準備し、一方は電解有の系列、もう一

方は電解無の系列とした。電解有には図 2－6 に示す

ように酸発酵槽に電解をするための機構が備わって

おり酸発酵槽(内側の小さい水槽)の側面に開口を設

け、隔膜を貼り付ける。隔膜の前後に電極を取り付

け、酸発酵槽、内側の電極を陽極、外側を陰極とし

て電解を行う。隔膜を入れることでイオンのみを通

過させることができ、電解による酸素発生がメタン

菌への影響を及ぼさないようにしている。電解無に

ついてはこのような機構が備わっておらず、開口や

隔膜の取り付けもできないただの水槽となっている。 

 実験ではまず酸発酵槽とメタン発酵槽に消化汚泥

(タネ汚泥)を規程量まで投入し、しばらく馴致期間

として撹拌のみを行った。その後、混合汚泥の投入

を初め、どちらの系列も安定したガスが発生するよ

うになってから、電解有の系統にのみ電解を開始さ 

 

図 2－5 下水汚泥連続実験装置概要 

 

 
図 2－6 電解部写真 
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せた。 

 

2．2．2 実験結果および考察 

 図 2－7 に pH の推移を示す。実験開始から 1/31

の電解開始までの期間で、電解有、電解無のどちら

の系列においても酸発酵槽の pH は約 5.0～6.0 程度

を示しており、メタン発酵槽の pH は約 6.3～7.5 を

示した。電解開始後は電解有の系列において酸発酵

槽の pH は低下し 3.5 を示した。また、メタン発酵槽

では除々に上昇した。 

 図 2－8 にガス発生量の推移を示す。消化汚泥(タ

ネ汚泥)と混合汚泥(投入汚泥)の採取した処理場が異

なることから、ガス発生までに時間がかかっている。 

 図 2－9 にガス分析結果を示す。酸発酵槽について

は、電解開始後から O2の割合が大きくなった。これ

は電解により陽極から O2が発生したためである。メ

タン発酵槽については電解開始後からわずかではあ

るが H2 が検出された。これも電解により陰極から

H2が発生したためである。 

 表2－5にCODcr分析結果を示す。前述のとおり、

今回の実験では連続での投入をしており、20 L のポ

リタンクからポンプを用いて投入しているため、タ

ンク内の汚泥が減るにつれTS濃度が上昇し、CODcr

の値も上昇している。よって滞留時間を 1 日として 
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図 2－8 ガス発生量の推移 

  (a)酸発酵槽 
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図 2－9 ガス分析結果 

 

いる酸発酵槽はほぼ混合汚泥(投入汚泥)の値となる。

メタン発酵槽については滞留時間を 35 日としてい

るためあまり影響はされない。 

 電解有のメタン発酵槽のガス発生は電解開始前に

止まっている。ガス発生が止まってしまったにも関

わらず、2 月 7 日の電解有のメタン発酵槽の分析結

果は10500 mg L–1で電解開始前の1月24日と比較し

てもあまり差はなく、有機物のメタンガスへの転換

やメタン菌の活性は衰えていないと考えられる。1

月 24 日と 2 月 7 日を比較すると値はわずかに高く

なっているが、混合汚泥(投入汚泥)の値の変化に一

致しているため、メタン菌は電解の影響を受けてい

ないと考えられる。 

 表 2－6 に有機酸分析結果を示す。電解開始後も有 

 

表 2－5 CODcr 分析結果 

(mg/L)

酸発酵槽 メタン発酵槽 酸発酵槽 メタン発酵槽

1月10日 21000 8400 21000 8400

1月24日 22000 10000 25000 8900

2月7日 55000 12000 52000 11000

電解有電解無

 



表 2－6 有機酸分析結果 

電解前 電解後 電解前 電解後 電解前 電解後 電解前 電解後

コハク酸 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 1.5 N.D. N.D.

乳酸 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. N.D.

ギ酸 1.4 0.90 0.49 0.17 2.8 2.4 0.40 0.15

酢酸 2100 1800 610 39 2600 1500 170 39

プロピオン酸 1600 1300 140 12 2100 900 79 4.7

イソ酪酸 140 160 12 5.3 150 130 5.2 N.D.

酪酸 740 730 N.D. N.D. 800 680 N.D. N.D.

イソ吉草酸 180 210 58 N.D. 190 190 N.D. N.D.

吉草酸 320 300 N.D. N.D. 330 250 N.D. N.D.
単位：mg/L、N.D.は検出限界以下

電解無：酸発酵槽 電解無：メタン発酵槽 電解有：酸発酵槽 電解有：メタン発酵槽

 

 

機酸は減少し、安定した値を示していた。 

 図 2－10 に連続実験装置槽内の溶解性金属類元素

組成を示す。電解有の酸発酵槽の金属元素をもとも

との混合汚泥(投入汚泥)と比較すると、Na、Mg、Al、

K、Ca、Fe についてはわずかに低くなった。リンの

濃度については 100 mg L–1から 270 mg L–1へと大幅

に高くなった。電解有の酸発酵槽の金属元素につい

てはリンの濃度は混合汚泥(投入汚泥)より小さく

なった。 

 図 2－11 に析出した金属類元素組成を示す。析出

物は実験後電極に析出したあるいは付着した結晶物 
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図 2－10 連続実験装置槽内溶解性金属類元素 
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図 2－11 析出物金属類元素 

 

を逆電圧により剥離させ、分析したものである。リ

ンの析出量は 48000 mg kg–1であった。消化汚泥を用

いた場合は電極に汚泥の塊が付着してしまう。析出

物金属元素に示された値は、析出物のみではなくそ

の他の汚泥についても分析しているので結晶物とし

ての質も低いと思われる。 

 

3．藻類による資源生産システムの開発 

3．1 はじめに 

 化石燃料の枯渇や地球温暖化防止の観点から、バ

イオマス燃料の利用が促進されている。日本におい

ては、原子力発電所の事故の影響でエネルギー需要

が逼迫され、また、平成 22 年 6 月に閣議決定された

エネルギー基本計画においてバイオマス等の再生可

能エネルギーが一次エネルギー供給に占める割合に

ついて2020年の目標を10%に設定している 1)ことか

ら、バイオマス燃料の利活用により、低炭素社会・

循環型社会の形成や一層の推進が求められている。 

 下水道事業における電力使用量は日本全体の電力

使用量の約 0.7%であり、また温室効果ガスの排出量

も日本全体の約 0.6%を占めている 2)。これらは下水

道普及率の向上に伴い、年々増加傾向にある。一方、

下水道にはバイオマス資源を大量に保有しているこ

とから、地域の特性を踏まえ、これらを積極的に利

活用し、エネルギー供給を促進することが求められ

る。 

 典型的なバイオマス燃料の原料としてサトウキビ

やトウモロコシ等があげられる。これらと比べ、単

位面積あたりの収穫量が高く、また一般に食料と競

合しないバイオ燃料として藻類が注目されている 3)。

国内でも震災復興等の観点から、石巻市において燃

料等の生産を目的とした藻類の培養が行われるよう



になったところである 4)。 

 下水中にはリンや窒素等の栄養塩が含まれている

ことから、下水処理場の環境を利用した藻類を培養

も期待される。しかし、実際の下水の性状を考慮し

た培養に関する知見は十分に得られていない。本研

究では、下水処理場 2 施設における下水流入水、下

水処理水を用い藻類の培養を試みた。水理学的滞留

時間(HRT)、培養時における撹拌・曝気などの操作、

培養水中への CO2供給、培養水の種類等の与える藻

類培養への影響を検討し、培養条件の最適化を図る

ための基礎的知見を得ることを目的とした。 

 

3．2 下水処理場 A の処理水を用いた培養 

3．2．1 研究方法 

 下水処理場 A の処理水(最終沈殿池流出水)を培養

フラスコ(カルスターフラスコ、柴田科学(株))に 

2.0 L 入れた。蛍光灯により 1 日あたり 12 時間、培

養フラスコの側面から光(光量子束密度: 約 165 

μmol m–2 s–1)を照射した。実験は恒温室内で行い、水

温は約 20℃に保った。マグネッチックスターラーに

よりフラスコに備えられた羽根(撹拌子)を撹拌しな

がら培養した。また、流速約 1 mL min–1で曝気(培養

フラスコ内に空気を送風)しながら培養した。培養期

間は 14 日間とした。HRT が 4 日となるように、実

験原水である処理水を 1 日に 2 度に分けて培養フラ

スコ内にポンプで供給した。流入に伴い、オーバー

フロー管から培養水を流出させ、培養フラスコ内の

水位を一定に保った。実験原水である培養フラスコ

供給前の処理水は 4℃の冷蔵状態で保存した。 

 HRT の影響に関する試験においては、HRT 4 日の

ほか、2, 6 日の条件で試験した。CO2流入の影響に

関する試験においては、CO2 を流速 0.01, 0.05 mL 

min–1(曝気による流入空気量の 1, 5%に相当する)で

連続的に培養フラスコ内に供給した。培養時の撹拌

および曝気の影響に関する試験においては、撹拌お

よび曝気、撹拌のみ、曝気のみ、撹拌・曝気いずれ

もなしの 4 条件で試験した。 

 培養時における各種水質分析を行った。全リン

(TP)および全窒素(TN)の分析では、下水試験方法の

銅・カドミウムカラム還元法 5)により水酸化ナトリ

ウム－ペルオキソ二硫酸カリウム溶液を用い 120℃、

30 分間試料の加熱分解を行ったのち、分析した。溶

解性全リン(DTP)、溶解性全窒素(DTN)、リン酸イオ

ン態リン(PO4-P)、アンモニア性窒素(NH4-N)、亜硝

酸性窒素(NO2-N)、硝酸性窒素(NO3-N)に関しては、

試料を孔径 1.0 μm のガラス繊維ろ紙 (GF/B, 

WhatmanTM)を用いてろ過し、そのろ液を分析した。

連続流れ分析装置 TRAACS 2000 (Bran+Luebbe)を用

いた。無機性炭素(IC)および有機性炭素(TOC)に関し

ては、同様に孔径 1.0 μm のガラス繊維ろ紙によりろ

過したのち、TOC-5000 および ASI-5000 ((株)島津製

作所)を用いて分析した。クロロフィル aおよびbは、

河川試験方法(案)6)に準拠し、孔径 1.0 μm のガラス繊

維ろ紙(GF/C, WhatmanTM)によりろ過し、紫外－可視

分光光度計 UV-160 ((株)島津製作所)を用いて分析し

た。 

 また、培養終了後、フラスコ内に残存した藻類の

乾燥重量の秤量、藻類種の同定を行った。乾燥重量

は、藻類の含まれる培養水を孔径 1.0 μm のガラス繊

維ろ紙によりろ過し 110℃に加熱後、放冷しろ過前

後のろ紙の重量差から求めた。藻類種の同定は、平

成18年度河川水辺の国勢調査マニュアル 7)に準拠し

た。培養後のフラスコ内の藻類の含まれる培養水を

撹拌し 100 mL を採取し 40 mL に濃縮した。濃縮し

た培養水を十分に撹拌した後、オートピペッターを

用いて 0.5 mm 間隔の界線入りスライドガラス上に

0.04 mL 採り、カバーガラスを被せた。検鏡を行い、

生細胞を対象に種の同定、計数を行った。なお、計

数した細胞数は 1 mL あたりの細胞数に換算した。 

 培養水中および藻類中の重金属類の定量は、高周

波誘導結合プラズマ発光分光分析法、高周波誘導結

合プラズマ質量分析法により行った。培養原水であ

る処理水を硝酸により分解したのち、また培養した

藻類の含まれる培養水を凍結乾燥し、加圧ボンベ法

(MLS1200MEGA、Milestone)で硝酸により分解した

のち ICPS-8000E ((株)島津製作所)および X7CCT 

(サーモフィッシャーサイエンティフィック(株))を

用いて定量した。 

 

3．2．2 研究結果 

 HRT の及ぼす藻類培養への影響を検討した。合計

約 9 Lの培養原水をHRTが 2, 4, 6日となるように培

養フラスコ(2 L)に供給した。HRT が 2, 4, 6 日の時の

1 日あたりのフラスコへの培養原水の流入量は、そ

れぞれ 1000, 500, 333 mL、培養期間はそれぞれ 7, 14, 

21 日となる。培養時における水質分析の結果を表 3

－1a,b,c に示す。HRT が 4, 6 日の場合における溶解

性リン、溶解性窒素の培養前に対する培養終了後の

濃度は、いずれも 15%以下に低減されており、藻類

の増殖に伴いこれらの栄養塩が除去されることが示 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

唆された。HRT 2 日の場合、溶解性リン、溶解性窒

素の培養前に対する培養終了後の濃度は、それぞれ

76, 58%に留まった。培養前後の全リン、溶解性リン

濃度の値より、約 9 L の培養原水から培養後のフラ

スコ内の藻類(オーバーフローにより流出した分を

除く)へのリンの移行率を計算した(全リンから溶解

性リンの濃度を引いた値の培養前後における差が、

培養藻類中のリン濃度として考える)。HRT が 2, 4, 6

日のとき、リンの移行率は、それぞれ 6%, 34%, 37%

であった。同様に窒素の移行率を求めると、それぞ

れ 8, 31, 33%であり、HRT を 4 日から 2 日に減少さ

せることにより、栄養塩の除去率が大きく低下する

ことがわかる。藻類培養による下水の高度処理を考

慮した場合、HRT は、4 日以上の方が望ましいこと

がわかる。クロロフィル a の値は、既報の培養池に

おける培養の結果 8)と同程度の値を示した。藻類の

株や栄養塩等を外部から添加、供給することなく、

下水処理水のみを用いた培養により藻類が増殖した。 

 つぎに培養された藻類種を同定した。結果を図 3

－1a,b に示す。HRT 2 日では、培養された藻類の量

が少なく同定が困難であったため、HRT 4, 6 日で培

養された藻類のみ同定した。HRT を 4 日から 6 日に

上昇させることにより、総細胞数およびそのうち藍

藻類に対する緑藻類の割合が上昇した。HRT 4 日で

は藍藻類が 68%を占めるのに対し、HRT 6 日では緑

藻類が 79%を占め、セネデスムス科が全細胞数の

56%を占めた。緑藻類、特にセネデスムス科の藻類

中には脂質を含有する割合が多く、通常、構成成分

中の 15～17%を占める 9–11)。HRT を 6 日に長くする

ことにより、燃料として有用となる脂質成分を増加

させることができた。さらに、藻類の培養により培

養水中の重金属類の低減が可能であることが報告さ

れている。 

 得られた藻類中の重金属類の含有量を定量した。 

(単位: mg L–1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 HRT を変えた場合、CO2供給を行った場合

の培養藻類種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 HRT を変えた場合の藻類中重金属含有量

と培養原水からの移行率 
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表 3－1 異なる HRT で培養した場合の水質の変化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、合計約 9 L の培養原水中に含まれる重金属

類含有量を求め、培養された藻類への重金属類の移

行率を求めた(図 3－2)。HRT 4, 6 日における 4 元素

の移行率は 13～20%の範囲にあるが、HRT 2 日では

6～9%の範囲にあり、リンや窒素と同様、HRT を 4

日から 2 日に減少させることにより、重金属の除去

率が大きく低下することがわかった。HRT 4 日で培

養された藻類中のその他の元素成分の定量の結果、

B、Mn、Zn、Sr の元素が、それぞれ 55、68、67、

88 g kg–1-dry 含まれることがわかった。 

 培養水にCO2を流入することによる藻類培養への

影響を検討した。CO2 添加により培養に必要となる

炭素源の取り込みを拡大させ、藻類の生産を促進さ

せるという報告がある 8)。さらに、CO2添加で pH の

制御をすることにより、藻類の成長を抑制するアン

モニア生成の防止や、リン酸塩の沈殿による栄養素

損失の防止などの効果が報告されている 8,12)。また、

燃焼施設からの排ガス中には CO2 が含まれるため、

これを培養水中に流入し藻類を培養することも考え

られる。特に下水処理場に併設される焼却炉からの

排ガスの利用が期待される。CO2を 0.01 mL min–1(曝

気による流入空気量の 1%に相当する)を流入させ、

培養を行ったところ、pH が 7.4 程度を保ち(表 3－1d)、

培養による pH 上昇を抑制できた。培養開始後 7 日 

(単位: mg L–1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目までCO2を流入した場合はしない場合に比べ速く

緑色に色付いたが、14 日経過後のフラスコ内の培養

水の色に大きい変化は見られなかった。また、CO2

の流入により、緑藻類の細胞数はほとんど変化しな

かったが、藍藻類の細胞数は 1.8 倍に増加した(図 3

－1c)。さらに、CO2流入量を空気流入量に対して 5%

に増加させ同様に培養したが、CO2 流入なしの条件

に比し、緑藻類の培養量は 0.7 倍、藍藻類の量は 2.3

倍となった。本試験系では CO2の流入により、燃料

として有用な脂質含有量の高い緑藻類の培養量を減

少させることになった。 

 培養時における撹拌および曝気の及ぼす藻類培養

への影響を検討した。撹拌および曝気 a、撹拌のみ b、

曝気のみ c、撹拌・曝気いずれもなし d の 4 条件で

14 日間培養を行った。水質分析の結果を表 3－2 に

示す。培養原水は、中間日の 7 日目に新たに採取し

たものに交換した。いずれの条件においても培養後、

溶解性リンは、0.7 mg L–1以下に、溶解性窒素は、2.9 

mg L–1以下に減少し、ここでも藻類の増殖に伴いこ

れらの栄養塩が除去されることが示唆された。図 3

－3 に各条件における藻類の乾燥重量を示した。培

養終了後のフラスコ内に残存した藻類およびオー

バーフロー水中の藻類に分類して表示した。培養さ

れた藻類総重量は、撹拌および曝気を行った条件 a 

表 3－2 異なる撹拌・曝気条件で培養した場合の水質の変化

0.60 2.0 12 37 2.9 0.64 20 7.0 11 14日後

––12 30 4.9 0.47 6.0 1.1 11 11日後

0.0220.129.5 39 8.9 1.7 9.4 2.4 9.6 7日後

––11 37 13 3.5 13 3.5 8.6 4日後

––––––––7.4 培養開始d. なし

0.682.312 62 1.3 0.47 17 5.3 9.3 14日後

––20 53 1.8 0.93 5.4 1.9 9.3 11日後

0.10 0.4312 36 4.9 2.3 8.3 2.8 9.3 7日後

––12 36 12 3.4 12 3.5 8.7 4日後
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および
曝気

––2.9 61 11 3.1 12 3.2 7.8 14日後

––10 58 10 2.8 11 2.9 7.6 11日後

0.00010 0.0005812 59 10 2.9 11 2.9 7.4 7日後培養
原水(2)

––10 41 14 3.5 14 3.5 –7日後

––12 40 13 3.4 14 3.5 7.3 4日後

0.0000830.000241039 15 3.6 16 3.7 7.3 培養開始培養
原水(1)
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フィルb
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図 3－3 撹拌・曝気条件を変えた場合の培養藻類の

乾燥重量 

 

において最大となった。しかし、総重量に対するフ

ラスコ内に残存した藻類の重量の比は、撹拌・曝気

いずれもなしの条件 d で 87%、曝気のみの条件 c で

73%と、撹拌を行った場合 a,b(50%程度)に比べて高

いことがわかる。撹拌を行うことにより、付着性・

沈降性の高い藻類の割合が減少し、原水の供給に伴

うオーバーフローによるフラスコ内からの流出量の

割合が増加した。これらの 4 条件におけるフラスコ

内に残存した藻類種をみると、曝気のみの場合 c が

総細胞数が最も多くなった(図 3－4)。また総細胞数

のうち緑藻類の占める割合が 87%、さらに緑藻類の

うちセネデスムス科の占める割合が 65%に達し、燃

料として有用な成分の割合が大きく上昇した。撹拌

を伴うことにより、総細胞数のうち藍藻類の占める

割合が増加した。 

 

3．3 下水処理場 B の流入水・処理水を用いた培養 

3．3．1 研究方法 

 下水処理場 B の下水流入水および下水処理水(高

度処理水)を静置したのちの上澄みを 3．2 と同様に、

培養フラスコに 2.0 L 入れ、蛍光灯を照射し約 20℃

で 14 日間、回分および半連続培養した。撹拌および

曝気(培養フラスコ内に空気を流速約 1 mL min–1 で

送風)を伴い培養した。半連続培養においては HRT

が 4 日となるように、1 日あたり 500 mL の実験原水

を 2 度に分けて培養フラスコ内にポンプで流入させ

た。CO2 流入の影響に関する試験においては、CO2

を流速 0.01 mL min–1(曝気による流入空気量の 1%に

相当する)で連続的に培養フラスコ内に流入させた。 

 その他の方法、培養時における水質分析や培養さ

れた藻類種の同定方法については 3．2．1 と同様と

した。 

 藻類の高位発熱量の定量は、JIS M 8814 に基づき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 撹拌・曝気条件を変えた場合のフラスコ内

に残存した藻類種 

 

行った。乾燥・粉砕後の藻類検体をボンベ型発熱量計

1013-B((株)吉田製作所)を用いて定量した。藻類中の

炭化水素類の定性は、ガスクロマトグラフ－質量分

析法によった。乾燥・粉砕後の藻類検体を n-ヘキサン

に溶解させ、Agilent 6890/5973 (アジレント・テクノロ

ジー(株))を用いて定量した。 

 

3．3．2 研究結果 

 下水流入水および下水処理水を用いて藻類の回分

および半連続培養を行った。ここでも藻類の増殖に

伴い、栄養塩が除去されることが示唆された(図 3－

5)。 

 下水処理水半連続培養においては、CO2 流入を伴

う培養も同時に行った。栄養塩の除去特性に関して

は CO2の流入を行った場合と行わない場合で、大き

い変化がみられなかった。培養前後の全リン、溶解

性リン濃度の値より、約 9 L の培養原水から培養後

のフラスコ内の藻類(オーバーフローにより流出し

た分を除く)へのリンの移行率を求めた。CO2の流入

を行う場合と行わない場合で、移行率はそれぞれ、

23, 24%であった。また、同様に窒素の移行率を求め

ると、いずれも 20%であり、CO2の流入による移行

率の変化はほとんど認められなかった。また、下水

処理水を用い回分式で培養された藻類へのリン移行

率は 100%に近かった。 

 つぎに培養された藻類種を同定した。結果を図 3

－6 に示す。流入水 a と c および処理水 b と d のそ

れぞれの条件を比較すると回分式よりも半連続式の

方が全細胞数が増加し、さらに緑藻類の占める割合

が増加した。一方、処理水による半連続培養 d では

全細胞数に対する藍藻類の細胞数の占める割合が、

0.001%未満になり劇的に減少した。また、処理水の

半連続培養において CO2の流入を行った場合 e は、 
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図 3－5 半連続培養における栄養塩濃度の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 種々の条件における培養藻類種 

 

行わない場合 d に比べて、藍藻類の占める割合が増

加した。 

 ガスクロマトグラフ－質量分析により、藻類を構

成する炭化水素成分の定性を行ったところ、いずれ

の条件においてもパルミチン酸等の脂肪酸が検出さ

れ、バイオディーゼル燃料等への利用の可能性が示

唆された。さらに流入水により半連続培養された藻

類の高位発熱量を測定すると、25,000 kJ kg–1であっ

た。褐炭程度の発熱量を有することが明らかとなり

(ほかの 4 条件で培養された藻類は、得られた量が十

分でないため発熱量分析は行っていない)、助燃剤と

して発電や燃焼等への適用の可能性が示唆された。 

 

4．まとめ 

 下水処理場の環境を利用し、バイオマスとして利

用価値の高い資源の回収、生産、利用を行うための

技術開発を行った。消化汚泥の脱水分離液の電気分

解においてマグネシウムや茶かす等の他バイオマス

を混合することにより、肥料として有効な成分であ

るリンやカルシウムの回収量が増加した。汚泥消化

と電気分解を同時に行うことの可能な実験装置を製

作し、リン、カルシウム、マグネシウム等の析出物

の組成を求めた。リンの析出量は 48 g kg–1であった。

藻類の培養により下水、下水処理水中の栄養塩の低

減が可能であり、培養された藻類の構成要素として

パルミチン酸等の脂肪酸が含まれていることから、

バイオディーゼル燃料等としての利用の可能性が示

された。その他、HRT、撹拌・曝気・CO2 供給等の

培養時の操作等の与える藻類培養への影響を明らか

にし、培養条件の最適化を図るための基礎的知見を

得た。 
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